
令和６年度第１回田川市中小企業融資制度審議会  

日時：令和６年８月２６日 

                        場所：田川市役所４階 第２委員会室 

＜ 次第 ＞ 

 

１ 開会 ～委員紹介～                      【資料１、２】 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 議題 

 ⑴ 田川市中小企業融資制度の今後の方向性について          【資料３】 

 ⑵ その他 

 

４ 閉会 
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№ 分類 氏名 団体名・役職名

1 豊 田
ト ヨ ダ

明 彦
ア キ ヒ コ ㈱福岡銀行伊田支店　支店長

（任期Ｒ6.4.1～Ｒ7.3.31）

2 中 溝
ナ カ ミ ゾ

康
ヤ ス 

司
シ ㈱西日本シティ銀行田川支店　支店長

（任期Ｒ5.5.2～Ｒ7.3.31）

3 石 松
イ シ マ ツ

哲 也
テ ツ ヤ ㈱福岡中央銀行田川支店　支店長

（任期Ｒ5.10.2～Ｒ7.3.31）

4 大 串
オ オ グ シ

剛
ツヨ　　シ

士
田川信用金庫本店　本店長
（任期Ｒ6.4.1～Ｒ7.3.31）

5 江 頭
エ ガシラ

賢
ケン

助
スケ 伊田商店街振興組合　代表理事

（任期Ｒ5.5.2～Ｒ7.3.31）

6 中 寺
ナ カ デ ラ

貫 次 郎
カ ン ジ ロ ウ 後藤寺商店街振興組合　理事

（任期Ｒ5.5.2～Ｒ7.3.31）

7 大 井
オ オ イ

俊
ト シ

尚
ナオ 田川民主商工会　会長

（任期Ｒ5.5.2～Ｒ7.3.31）

8 今 村
イ マ ム ラ

千 恵 子
チ エ コ 田川市女性人材バンク（後藤寺商店街　今村茶舗）

（任期Ｒ5.5.2～Ｒ7.3.31）

9 山 﨑
ヤ マ サ キ

修 一
シ ュ ウ イ チ 田川商工会議所　専務理事

（任期Ｒ5.5.2～Ｒ7.3.31）

10 河 端
カ ワ バ タ

太
フトシ 田川市　会計管理者

（任期Ｒ5.8.1～Ｒ7.3.31）

令和6年度　田川市中小企業融資制度審議会委員名簿

金
融
機
関
代
表
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業
代
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学
識
経
験
者
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○田川市中小企業融資制度審議会条例

昭和47年4月1日

条例第9号

(目的)

第1条　この条例は、田川市中小企業融資制度審議会の設置、所掌事務、組織及び運営等に関し、必

要な事項を定めることを目的とする。

(設置)

第2条　中小企業に対する融資の円滑な運営を図るため、この融資制度に関し、審議する機関として

田川市中小企業融資制度審議会(以下「審議会」という。)を置く。

(所掌事務)

第3条　審議会は、市長の諮問に応じ、中小企業融資制度及びその運営について審議する。

(組織)

第4条　審議会は、委員15人以内をもって組織する。

2　委員は、次の各号に掲げる者の中から市長が委嘱する。

(1)　取扱金融機関代表者

(2)　中小企業代表者

(3)　学識経験者

(平成31条例6・一部改正)

(会長)

第5条　審議会に会長を置き、委員の互選により選任する。

2　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。

3　会長に事故あるときは、あらかじめ会長の指名する者が、その職務を代理する。

(任期)

第6条　委員の任期は、2年とする。ただし、任期中であってもその本来の職を離れたときは、委員

の職を失うものとする。

2　補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

(会議)

第7条　審議会の会議は、必要に応じ、会長が招集する。

2　審議会の議長には、会長があたる。

3　審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

(委任)

第8条　この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

(平成23条例12・旧第9条繰上)

附　則

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和51年2月14日条例第1号)抄

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和53年7月12日条例第13号)抄

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

附　則(昭和63年4月1日条例第19号)抄

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成3年12月12日条例第25号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成4年4月1日から施行する。

附　則(平成8年7月5日条例第4号)抄

(施行期日)

1　この条例は、平成8年8月1日から施行する。

【資料２】
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附　則(平成16年3月30日条例第15号)

この条例は、平成16年4月1日から施行する。

附　則(平成17年3月31日条例第9号)

この条例は、平成17年4月1日から施行する。

附　則(平成18年3月30日条例第12号)

この条例は、平成18年4月1日から施行する。

附　則(平成19年7月13日条例第13号)

この条例は、公布の日から施行する。

附　則(平成23年7月13日条例第12号)

この条例は、平成23年8月1日から施行する。

附　則(平成31年3月15日条例第6号)

(施行期日)

1　この条例は、公布の日から施行する。

(経過措置)

2　この条例による改正後の田川市中小企業融資制度審議会条例の改定は、この条例の施行日以降新

たに委員に委嘱する者から適用し、同日前までに委員に委嘱した者については、なお従前の例に

よる。



令和６年度
第１回田川市中小企業融資制度審議会

事務局説明資料
令和６年８月２６日

田川市産業振興課

【資料３】
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田川市の融資制度の概要

区 分
事業資金

（責任共有制度の対象）
小口零細企業資金

（責任共有制度の対象外）

使 途

事業に必要な資金

運転資金、設備資金材料仕入れ、給料、借換、
増改築、機械購入、支店開店、
その他

融資額 ２，０００万円以内 ２，０００万円以内

融資期間
１０年以内（２年間据置可能）
※据置期間は、利息のみ返済

１０年以内（２年間据置可能）
※据置期間は、利息のみ返済

利 率 年１．４０％ 年１．４０％

担 保 必要に応じて徴す。 原則として不要

保証人
原則として、法人は代表者、
個人は不要。

原則として、法人は代表者、
個人は不要。

保証料※ 年０.４５％～１.６３％ 年０.５０％～１.９３％

※保証料については、有担保保証及び中小企業会計基準を適用している場合は、
それぞれ０.１０%ずつ割引があります。

● 融資の種類と条件 ● 本市を含めた信用保証制度の仕組み

●預託金とは？

●信用保証料補填金とは？

年度当初に各金融機関へ資金を預託し、年度末にその資金の同額を回収すること
で、遺失した利子収入額分だけ補助する効果が生じる。

信用保証協会との契約により、市融資制度における信用保証料の引下げに伴う損
失部分を市が補填する制度
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その他融資制度⾃治体制度融資

福岡県中小企業融資

田川市中小企業融資
⾦融機関融資

福岡県信用保証協会保証

政府系⾦融機関融資

その他融資

田川市内事業者

融資制度の選択肢

田川市中小企業融資の内容や条件を比較すると、

福岡県中小企業融資の
「長期経営安定資金」
「小規模事業者振興資金」

が同じカテゴリーに入りやすい

田川市中小企業融資を
選んでもらうには、

福岡県中小企業融資より
魅力的なポイントが必要
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【A】市融資制度の利用状況 【B】に占める【A】の割合【B】市内の融資件数（県融資・協会保証）

出典：福岡県信用保証協会「統計情報マンスリーデータメール」より事務局が集計
※融資件数は事業所ベースでの数値。

年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和1年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

令和5年度

融資件数
（件）

融資額
（千円）

1 3,000

0 0

5 16,140

0 0

3 22,200

0 0

0 0

0 0

0 0

融資件数
（件）

融資額
（千円）

183 2,073,000

190 2,505,000

204 2,448,860

318 2,514,000

218 3,069,800

656 10,630,000

200 2,573,000

174 2,187,000

196 3,046,000

融資件数
（件）

融資額
（千円）

0.5％ 0.1％

0.0％ 0.0％

2.3％ 0.6％

0.0％ 0.0％

1.3％ 0.7％

0.0％ 0.0％

0.0％ 0.0％

0.0％ 0.0％

0.0％ 0.0％

田川市の融資制度の利用状況

新型コロナ
に伴うセー
フティー
ネット関連
保証等が
発動したた
め増加

福岡県融資・協会保証が優先的に利用されており、田川市制度融資の利用率は低調である。
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利用率低調の要因分析

他自治体との比較①
（受付フロー）

金融機関受付
（６自治体）

申請（自治体）

受付

保証申込

融資実行

保証承諾

受付

速
遅

中間市

柳川市

金融機関受付

金融機関受付を行う
自治体が多数を

占めている

（約８割）
※福岡県で保証協会を活用した中小企業融資制度がある
９自治体で金融機関受付の可否を集計（福岡県を除く）

⑵ 窓口のワンストップ化で
融資実行までのスピードがアップ

⑴ 他の融資と比較検討してもらえる
可能性がアップ

事務スピード

４

自治体受付
（１自治体）田川市

５
steps

steps

①

②

③

④

①

②

③

④

⑤
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令和５年度に融資申込実績のある
自治体との融資制度（概要抜粋）の比較

資金名
融資
金額

融資
期間

据置
期間

融資利率 保証料率 申込窓口
融資
件数

福岡県 長期経営安定資金 1億円 10年以内 2年以内 1.5％～1.8％ 0.45％～1.77％
金融機関

商工会議所
1,604件

柳川市 中小企業振興資金 2,000万円 10年以内 1年以内 1.5％ 0.45％～1.90％ 金融機関 25件

事業資金

資金名
融資
金額

融資
期間

据置
期間

融資利率 保証料率 申込窓口
融資
件数

福岡県
小規模事業者
振興資金

運転

5,000万円
設備

8,000万円

10年以内 2年以内 1.4% 0.45％～1.62％
金融機関
商工会議所

274件

柳川市 小口零細企業資金 2,000万円 10年以内 1年以内 1.3％ 0.50％～2.20％
（30万円まで補給あり）

金融機関 66件

小口零細
企業資金

田川市 事業資金 2,000万円 10年以内 2年以内 1.4％
0.45％～1.63％
（保証料補給
最大0.27％適用時）

市 0件

田川市 小口零細企業資金 2,000万円 10年以内 2年以内 1.4％
0.50％～1.93％
（保証料補給
最大0.27％適用時）

市 0件

利用率低調の要因分析

他自治体との比較②
（融資利率） ※保証協会活用融資データのみ引用

福岡県融資（小口1.4％）よりも利率が低い方が融資件数は多い
柳川市小口1.3％（県比▲0.1％）＝66件 、 田川市小口1.4％（県比±0.0％）＝0件
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利用されている自治体制度融資のポイント

① 金融機関での受付が可能

② 福岡県融資より融資利率が低い
利用者にとって比較検討対象となる
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事務局からの提案

② 融資利率の引き下げ

① 金融機関での受付に変更
【参考】 変更後の想定される受付事務フロー（柳川市を参考）

金融機関

保証協会

田川市

融資受付 審査 保証申込

審査 保証承諾

融資実行 実行報告

保証受付 報告受領

報告受領

1.4％
【参考】 柳川市融資利率1.3％

1.3％

受付報告受領
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ご審議の程、お願い申し上げます。
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田川市中小企業融資制度要綱  

昭和４７年４月１日  

告示第３２号  

（目的）  

第１条  この告示は、市内中小企業の事業に必要な資金を融資することにより、

その近代化と経営基盤の確立を促進し、もって中小企業の振興に寄与すること

を目的とする。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

（用語の定義）  

第２条  この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。  

⑴  中小企業者  中小企業信用保険法  (昭和２５年法律第２６４号 )第２条第１

項各号に掲げる中小企業者をいう。  

⑵  小規模企業者  中小企業信用保険法第２条第３項第１号から第６号までに

定める小規模企業者をいう。  

⑶  保証協会  信用保証協会法  (昭和２８年法律第１９６号 )に基づき、設立さ

れた福岡県信用保証協会をいう。  

⑷  金融機関  この融資制度を取り扱うため市長が指定した金融機関をいう。  

（平成１０告示６０・平成２０告示３６・一部改正）  

（預託及び融資資金）  

第３条  市長は、この融資制度を実施するため一定の金額を金融機関に預託する。 

２  金融機関は、前項の預託金に同額以上の自己資金を加えた金額を融資資金と

して融資を行うものとする。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

（金融機関の義務等）  

第４条  この融資制度における融資後の一切の責任は、すべて金融機関が負うも

のとする。  

２  金融機関は、融資資金の取扱いについては、他の一般業務との区別を明確に

するものとし、毎月末日現在における運用状況を翌月１０日までに市長に報告

【資料４】
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しなければならない。  

（融資の種類）  

第５条  この告示に定める融資の種類は、次のとおりとする。  

⑴  事業資金融資  

⑵  小口零細企業資金融資  

（昭和５２告示７８・平成２０告示３６・平成２１告示１２３・一部改正）  

（融資対象業種）  

第６条  前条各号に定める融資の対象となる業種は、中小企業信用保険法施行令

（昭和２５年政令第３５０号）第１条第１項に定める業種とする。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

（融資の対象、条件及び資金の使途）  

第７条  第５条各号に定める融資の対象者は、次の各号に定めるとおりとする。  

⑴  事業資金  市内に事務所又は事業所を有し、現に事業を営み、市税を滞納

していない中小企業者とする。  

⑵  小口零細企業資金  市内に事務所又は事業所を有し、現に事業を営み、市

税を滞納していない小規模企業者とする。  

２  融資の条件及び資金の使途は、別表第１のとおりとする。  

（平成６告示８・全改、平成１０告示６０・平成１８告示９８・平成２０告示３

６・平成２１告示１２３・平成２８告示５２・平成３０告示２８・一部改正）  

３  次の各号に該当する者は、融資の対象としないものとする。  

⑴  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団。  

⑵  暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員。  

⑶  暴力団員又は暴力団と密接な関係を有する者。  

（融資の手続等）  

第８条  融資を受けようとするものは、別に定める中小企業融資金借入申込書に

別表第２に規定する書類を添えて市長に申し込むものとする。  

２  市長は、前項の申込みがあったときは、書類審査のうえ、直ちに関係書類を
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金融機関に送付するものとする。  

３  当該金融機関は、関係書類の送付があったときは、直ちに調査等必要な事務

を処理するものとする。  

（委任）  

第９条  この告示に定めるもののほか、必要な細部事項は、別に定める。  

（平成２０告示３６・一部改正）  

附  則  

１  この告示は、昭和４７年４月１日から施行する。  

２  次に掲げる要綱（以下「旧要綱」という。）は、廃止する。  

⑴  田川市中小企業設備近代化資金制度要綱（昭和３６年１１月１６日告示）  

⑵  田川市中小企業特別振興資金融資制度要綱（昭和４１年４月１日告示）  

３  この要綱の施行前に旧要綱の規定に基づき、融資を受けているものについて

は、なお従前の例による。  

附  則（昭和４７年１１月１日告示第７７号）  

１  この要綱は、昭和４７年１１月１日から施行する。  

２  この要綱の施行日の前日までに行われた融資に係る利息については、施行日

以後最初に到来する利息支払日から改正後の利息を適用する。  

附  則（昭和４９年６月１５日告示第６０号）  

１  この要綱は、昭和４９年７月１日から施行する。  

２  昭和４９年６月３０日以前に融資を受けている者の昭和４９年７月１日以降

の元金返済分に係る融資利息は、なお従前の利息を適用する。  

附  則（昭和５１年４月１５日告示第３７号）  

１  この要綱は、昭和５１年４月３０日から施行する。  

附  則（昭和５２年９月１日告示第７１号）  

この要綱は、昭和５２年９月１日から施行する。  

附  則（昭和５２年１０月１４日告示第７８号）  

この要綱は、昭和５２年１０月１４日から施行し、昭和５１年４月３０日から

適用する。  

附  則（昭和５２年１２月１日告示第９３号）  
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この要綱は、昭和５２年１２月１日から施行する。  

附  則（昭和５３年５月１２日告示第４７号）  

この要綱は、昭和５３年５月１２日から施行する。  

附  則（昭和５３年１０月１８日告示第９０号）  

この要綱は、昭和５３年１０月１８日から施行する。  

附  則（昭和５３年１２月２６日告示第１０５号）  

この要綱は、昭和５３年１２月２６日から施行する。  

附  則（昭和５４年４月１３日告示第２７号）  

この要綱は、昭和５４年４月１６日から施行する。  

附  則（昭和５５年３月３１日告示第１２号）  

この要綱は、昭和５５年４月１日から施行する。  

附  則（昭和５７年９月１６日告示第６４号）  

この要綱は、昭和５７年９月１６日から施行する。  

附  則（平成６年３月１６日告示第８号）  

（施行期日等）  

１  この告示は、平成６年４月１日から施行する。  

２  この告示による改正後の田川市中小企業融資制度要綱は、この告示の施行日

以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、なお、従

前の例による。  

附  則（平成７年７月３日告示第４１号）  

この告示は、公布の日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規

定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資については、   

なお、従前の例による。  

附  則（平成９年７月１日告示第４７号）  

この告示は、公布の日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制度要綱の規

定は、施行日以後に申し込まれる資金の融資について適用し、同日前に申し込ま

れる資金の融資については、なお、従前の例による。  

附  則（平成１０年８月３１日告示第６０号）  

この告示は、平成１０年９月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

4



度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資

については、なお従前の例による。  

附  則（平成１５年３月１８日告示第１６号）  

この告示は、平成１５年４月１日から施行する。  

附  則（平成１８年１０月２５日告示第９８号）  

この告示は、平成１８年１１月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資

制度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融

資については、なお従前の例による。  

附  則（平成２０年３月２７日告示第３６号）  

この告示は、平成２０年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資

については、なお、従前の例による。  

附  則（平成２１年１１月６日告示第１２３号）  

この告示は、平成２２年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、施行日以後の資金の融資について適用し、同日前の資金の融資

については、なお、従前の例による。  

附  則（平成２５年１０月１６日告示第１６６号）  

この告示は、公表の日から施行する。  

附  則（平成２６年５月１日告示第５２号）  

この告示は、平成２６年５月１日から施行する。  

   附  則（平成２７年９月２４日告示第１２９号）  

 この告示は、平成２７年１０月１日から施行する。  

   附  則（平成２８年４月１日告示第５２号）  

 この告示は、平成２８年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、この告示の施行の日以後に申込みのあった資金の融資について

適用し、同日前に申込みがあった資金の融資については、なお従前の例による。  

   附  則（平成３０年４月１日告示第２８号）  

 この告示は、平成３０年４月１日から施行し、改正後の田川市中小企業融資制

度要綱の規定は、この告示の施行の日以後に申込みのあった資金の融資について
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適用し、同日前に申込みがあった資金の融資については、なお従前の例による。  
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別表第１  （第 7 条関係）  

（平成２１告示１２３・全改、平成２８告示５２・平成３０告示２８・一部改正）  

区分  融資条件  資 金 の

使途  融資限度額  融 資 利

息  

融資期間  担 保 、 保 証

人  

信用保証  返済方法  

事業資金  1 企業 1 組

合 に つ き

2,000 万 円

以 内 と す

る。  

年 1.4％

以 内 と

する。  

120 月 以

内とする。 

(2 年間の

据 置 期 間

を含む。 )  

(1 )  担 保 は

必 要 に 応 じ

て徴す。  

(2 )  保 証 人

は 原 則 と し

て、法人の場

合 は 代 表 者

のみ、個人の

場 合 は 不 要

とする。  

保 証 協 会

の 保 証 に

付 す る も

のとする。 

原 則と して

元 利均 等月

賦 償還 とす

る。  

運 転 資

金 及 び

設 備 資

金 と す

る。  

小 口 零 細

企業資金  

1 企業 1 組

合 に つ き

2,000 万 円

以 内 と す

る。ただし、

既 存 の 保 証

協 会 の 保 証

付 融 資 残 高

(根保証にお

い て は 融 資

極度額 )との

合 計 で

2,000 万 円

年 1.4％

以 内 と

する。  

120 月 以

内とする。 

(2 年間の

据 置 期 間

を含む。 )  

(1 )  担 保 は

原則として、

不要とする。 

(2 )  保 証 人

は 原 則 と し

て、法人の場

合 は 代 表 者

のみ、個人の

場 合 は 不 要

とする。  

保 証 協 会

の 保 証 に

付 す る も

のとする。 

一 括又 は分

割 返済 とす

る。  

運 転 資

金 及 び

設 備 資

金 と す

る。  
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の 範 囲 と な

る 新 規 の 保

証に限る。  

備考  「小口零細企業資金」については、保証協会と金融機関とが適切な責任共

有を図る責任共有制度の導入による小規模企業者への影響を緩和するため、当分

の間、一定の要件を満たす小規模企業者の金融機関からの借入れによる債務の保

証を責任共有制度の対象除外とすることにより、小規模企業者への安定的な資金

調達を維持し、もって経営の安定に資することを目的とし、国の全国統一保証制

度の対象とする。  

別表第２  (第８条関係 )  

（平成２１告示１２３・全改）  

融資の種類  添付書類  

事業資金  ⑴  保証協会所定の書類  

⑵  決算書又は確定申告書の写し  

⑶  市税を納付したことを証明できる証書  

⑷  設備の設計図又はカタログ及び設備の見積書 (資金の使途

に設備資金が含まれる場合のみ )  

⑸  その他市長が必要と認めるもの  

小口零細企業資金  ⑴  保証協会所定の書類  

⑵  決算書又は確定申告書の写し  

⑶  市税を納付したことを証明できる証書  

⑷  設備の設計図又はカタログ及び設備の見積書 (資金の使途

に設備資金が含まれる場合のみ )  

⑸  その他市長が必要と認めるもの  

 

8



���������	
��
��

�

���������������

�
��������� �!"#$%&'()*�+,-./0�1�234()�56!78�

9:;$<�

��
���=>?@A	
��� ��()*B�+,-�CDE�

�
FGHIJ�
��

KLMN9O��

FGHIJ�
��

KLMN9PQ�

FGRJ�HIJ�
��

STUVW2XYZ[\]

��^_9O��

()*B`abcde� ()*B`abfde�

FGRJ�HIJ�
��

STUVW2XYZ[\]

��^_9PQ�

()*B`abfde� =A	
���g@�

�
�R�()*����h'i/(()jk����lmno!pq���Qrsh't%u

% abvawx�yz[P�;$<�

�

{ |�
}��~�

=���i	
���@�

�������~�

=���i	
���g@�

����

}��� O�~�

���~'���~��*��%'�*'��'�

���'����'����'�

t���

���� R����� ¡¢� R����� ¡¢�

��J£� ��¤¡¢=R¤£¥¦§¨@� ��¤¡¢=R¤£¥¦§¨@�

Y�B� ¤�©ª�e� ¤�©ª�e�

/�(� � �«¬�­$<� ®¯���° �

�()±��� ®¯���'²±h³E4'́ ±h° <�®¯���'²±h³E4'´±h° <

�()*�R� ¤ abfdeµvb¶·e� ¤ abdaeµvb̧·e�

【資料５】

1



�

���������	
��
�

�����������������������

 ��!"#�$��%&'()
���*+
��,-"./0�123&���45-#�6789&

:;<��7=��>?@A2�B)-C�$�D45E-#�697"+
&:;<��7=��>0F

G0�HIC�7=&J�KG#LM�*G,-"1�6N�>OP�LM&QR�LM&ST�>U�L

M�V�WXNY>ZQ�[9U\�LM&]^LM&_�`Nab
cd\\�

e��f�gh9
�#�,-6�

i�jklmOno45�p�1�,-6�

q���rs&tuU�ab-C����$�&_�rMs�vw
��,-6�

x�y*z{|}~��]
vw
�#�,-6�

��jklmOno���no�?A
49]
gh&�D_�no�-#+
�#�,-6�

��jklmOno�������*��2
�#�,-6�

��_�`&������b�
��C�,-6�

���������>
��
D&���0/��b�
��
&���OC����

"���N��&�� ¡�D¢�\£¤�¥�¦�§U����mOn¨©ª�«

ª¬­ª®¯0/ª°¯±�
²=��;³����1�,-6�

�

¬�����0/´*±��µ¶V�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

��

�����

�����

>�· Ņ¹�
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